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高商連ニュース 

  

県
連
作
成
の｢

簡
単
エ
ク
セ

ル
記
帳｣

を
使
っ
て 

須
崎
民
商 

宮
田
桃
子
事
務
局
員 

 
高
知
・
須
崎
民
商
の
記
帳
教

室
の
取
り
組
み
を
報
告
し
ま
す
。

記
帳
教
室
で
は
、
単
式
簿
記
や

複
式
簿
記
の
エ
ク
セ
ル
記
帳
、

手
書
き
の
記
帳
な
ど
、
そ
の
人

の
実
情
に
合
っ
た
方
法
で
行
っ

て
い
ま
す
。
昨
年
５
月
か
ら
、

参
加
者
が
い
な
く
て
も
、
毎
月

開
催
す
る
こ
と
を
決
め
、
須
崎

市
と
四
万
十
町
の
２
力
所
で
開

催
し
て
い
ま
す
。 

 

イ
ン
ボ
イ
ス
や
定
額
減
税
な

ど
、
そ
の
時
々
の
学
習
と
セ
ッ

ト
に
し
て
い
ま
す
。
記
帳
教
室

は
昨
年
１
年
間
、
19
回
開
催

し
、
延
べ
39
人
が
参
加
し
ま
し

た
。
現
在
は
主
に
６
人
参
加
し

て
お
り
、
複
式
簿
記
３
人
、
エ

ク
セ
ル
記
帳
３
人
で
す
。 

 

初
め
て
複
式
簿
記
に
挑
戦
す

る
会
員
は
、
来
年
度
の
法
人
決 

 

 

算
に
向
け
て
、
ご
夫
婦
で
参
加

し
て
い
ま
す
。
参
加
者
の
ほ
と

ん
ど
が
、
会
員
の
妻
か
夫
婦
で

の
参
加
で
、
お
し
ゃ
べ
り
し
な

が
ら
や
っ
て
い
ま
す
。 

 

県
題
が
作
っ
た
家
計
簿
風
の

帳
簿｢

簡
単
エ
ク
セ
ル
記
帳｣

は
、｢

数
字
を
入
力
す
る
だ
け
で
、

収
支
内
訳
書(

白
色
申
告)

、
青

色
決
算
書(

10
万
円
控
除)

が

で
き
ま
す｣

と
い
う
触
れ
込
み
で

誘
っ
て
い
ま
す
。 

 

簿
記
が
分
か
ら
な
い
方
や
記

帳
が
苦
手
な
方
に
好
評
で
す
。

数
字
を
入
力
す
る
だ
け
で
、
で

き
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
、

設
定
画
面
で
そ
の
人
に
合
っ
た

勘
定
科
目
の
設
定
や
取
引
先
、

取
引
銀
行
な
ど
を
入
力
し
ま

す
。
パ
ソ
コ
ン
に
慣
れ
て
い
る

人
は
、
自
分
で
設
定
し
ま
す
。

パ
ソ
コ
ン
に
慣
れ
て
い
な
い
人

に
は
、｢

細
目
に
つ
い
て
は
入
力

し
な
く
て
も
い
い
け
ど
、
請
求

書
や
領
収
書
は
、
き
ち
ん
と
保

存
し
て｣

と
言
っ
て
い
ま
す
。
入

力
結
果
は
、
そ
の
都
度
表
示
さ

れ
、
年
度
末
の
さ
ま
ざ
ま
な
修

正
は
、
決
算
整
理
シ
ー
ト
で
行

い
ま
す
。
収
支
内
訳
書
や
青
色

決
算
書
も
完
成
し
ま
す
。 

 

今
年
の
春
の
申
告
で
は
、
昨

年
か
ら
参
加
し
て
い
る
会
員
夫

婦
が｢

収
支
内
訳
書
が
で
き
て

い
た
か
ら
、
申
告
が
楽
た
っ
た｣

と
話
し
て
い
ま
し
た
。 

 
｢

簡
単
エ
ク
セ
ル
記
帳｣

は
、

県
連
事
務
局
長
が
作
っ
た
も
の

を
、
南
国
民
商
の
事
務
局
で
修

正
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し
た

も
の
で
す
。
素
人
が
作
っ
た
も

の
な
の
で
、
完
璧
で
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
白
色
申
告
や
10
万
円

の
青
色
申
告
特
別
控
除
に
は
、

十
分
対
応
で
き
ま
す
。 

 

今
後
の
課
題
は
、
参
加
者
を

ど
う
増
や
す
か
で
す
。
今
は
事

務
局
の
み
の
対
応
と
な
っ
て
い

る
の
で
、
役
員
の
関
わ
り
を
増

や
し
、
会
員
同
士
で
教
え
合
う

状
況
を
作
り
出
す
こ
と
も
考
え

て
い
ま
す
。 

 

記
帳
教
室
だ
け
で
終
わ
ら
せ

ず
、
組
織
づ
く
り
や
会
員
交
流

の
場
に
も
な
れ
ば
、
と
思
っ
て

い
ま
す
。 

 

高
商
連 入

江
博
孝
事
務
局
長 

い
ま
紹
介
し
た
エ
ク
セ
ル
記

帳
は
、
県
内
の
７
民
商
中
４
民

商
で
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
先

述
の
通
り
、
素
人
が
作
っ
た
も

の
な
の
で
、
税
務
調
査
に
ど
こ

ま
で
対
応
す
る
か
は
分
か
り
ま

せ
ん
。
今
の
と
こ
ろ
、
活
用
し

て
い
る
メ
ン
バ
ー
の
中
に
税
務

調
査
を
受
け
た
人
は
い
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
農
協
や
自
治
体
の
補

助
金
の
審
査
な
ど
は｢

こ
れ
で
十

分｣

と
い
う
回
答
が
あ
り
ま
す
。 

 

使
い
方
は
人
そ
れ
ぞ
れ
で
、

経
費
の
み
の
集
計
に
使
っ
て
い

る
人
も
い
ま
す
。
新
潟
民
商
の

宮
澤
さ
ん
の
報
告
の
よ
う
に
、

毎
月
開
く
こ
と
が
大
事
だ
と
思

っ
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
横
の

つ
な
が
り
も
作
っ
て
組
織
建
設

に
つ
な
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。 

(

月
刊
民
商
12
月
号
よ
り
転
載) 

 

全
商
連 

申
告
サ
ポ
ー
タ
ー
学
校
で 

報
告
し
ま
し
た 

緊急な物価高騰対策を 

日本共産党県議団の来年度県予算への要望書より 
＝私たちの要求と一致する部分を紹介(抜粋)します＝ 

【１，物価高騰対策から暮らしを支える緊急対策】 

県内でも、２０２４年１０月の消費者物価指数は、総合で１

０９.５（２０２０年基準・高知市）と厳しい物価高騰が続い

ており、県民の暮らしは限界です。高知県として、施策を総動

員し、県民の暮らしを守ることが求められます。 

1. 物価高騰を上回る賃上げに向け、県として中小企業、小規

模事業者支援を抜本的に強めること。 

2. 高知県内の倒産件数(負債額１千万円以上)が急増してお

り、コロナ関連融資の返済、物価高、人件費の上昇など、

県内事業者の資金繰りが悪化している。県制度融資のさら

なる拡充と活用促進で、県内事業者の経営を支援すること。 

3. 価格転嫁が難しい中小・零細業者に、電気代・ガソリン代

軽減など県独自の物価高騰支援策を行うこと。 

4. 物価高騰の影響を受ける一次産業への支援を継続・強化す

ること。 

5. 物価高騰から県内大学生の暮らしを守るため、ボランティ

ア等と連携し食料支援・学用品支援などを行うこと。 

 

（物価高騰対策について国への要望事項） 

6. 国に対し、物価高騰対策として緊急の消費税減税を求める

こと。また、大都市への人口集中の一因となっている地域

別最低賃金を見直し全国一律最低賃金の導入、早期の最低

賃金１５００円を実現するよう、そのための中小零細企業・

事業所への直接支援の創設とあわせて国に求めること。 

7. 物価高騰を上回る年金引き上げを国に提言すること。 

【２，産業・一次産業振興】 

1. 関西万博・IR依存ではなく、高知の魅力を高める観光振興

策をすすめること。 

2. 高知の食文化を担う「地消地産」の六次産品創出を支援し、

県内調達率を向上させること。 

3. 国の業務改善助成金への上乗せ支援による事業者負担軽減

（徳島県、福井県）、賃上げに使える直接支援（岩手県、

徳島県、福井県）など中小零細事業者への支援を抜本的に

強め、最低賃金１５００円を早急に目指すこと。 

4. 県内で働く若者を支援し、全県的な課題となっている各分

野の人手不足を解消するため、「こうち奨学金返還支援事

業」を抜本的に拡充すること。また、高知県独自の大学等

高等教育への給付型奨学金制度を創設すること。県立大学

の学費減免制度の充実、学費引き下げを行うこと。 

5. 伝統産業の後継者育成制度の充実を図ること。 

6. 海水温上昇等による不漁・養殖環境悪化などに対する漁業・

水産業支援の抜本強化。また、漁協運営の正常化と存続へ

の支援を強めること。 

7. 公共事業への「標準労務費」の導入にあわせ、持続可能性

や環境に配慮した高知県公契約条例を制定し、中小零細業

者の経営安定、地域の賃金上昇につなげること。 

8. 新規就農・就業者への支援を拡充（対象年齢拡大・支援金

増額など）すること。 

中山間地域など家族農 

業、小規模農業への支 

援を強めること。 

県連事務局の 

年末年始の業務予定 

 仕事納め １２月２７日(金) 

 仕事始め １月６日(月) 

須崎民商のパソコン記帳教室 
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http://kosyoren.web.fc2.com/

